
事業番号 045

先進対策の効率的実施による業務CO2排出量大幅削減事業 担当部局庁 地球環境局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成24年度～未定 担当課室 地球温暖化対策課 市場メカニズム室 室長　熊倉　基之

事業名

会計区分 エネルギー対策特別会計（エネルギー需給勘定） 政策・施策名
1.地球温暖化対策の推進
1-2　国内における温室効果ガスの排出抑制

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

特別会計に関する法律第85条第３項第１号ハ
施行令第50条第７項第８号

関係する計画、
通知等

―

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

先進的なCO2排出抑制設備の整備に対する補助金の交付と併せて運用改善を促すとともに、リバースオークション（費用対効果の高い順
での案件の採択）や排出枠の取引といった市場メカニズムを活用することで、CO2排出量の増加が著しい業務部門や、全部門に占める温
室効果ガス排出量の割合が35.8％と最大の産業部門において、効率的にCO2排出量を大幅に削減することを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

○事業者は、CO2排出抑制設備の整備と運用改善によるCO2排出量削減約束を掲げ、環境省が指定するBAT（Best Available
Technology）リストに指定する技術を含む先進的なCO2排出抑制設備やその他のCO2排出抑制設備に係る補助金（補助率1/3）を申請。
○環境省においては、原則として、削減量当たりの補助金額［円／t-CO2］（補助額／温室効果ガス削減約束量）の小さい、費用効率性の
高い事業から順に予算額まで採択（リバースオークション方式）。
○事業者が削減約束量を超過達成した場合、当該超過削減分に係る排出枠を他事業者に販売でき、一方で削減約束量を未達成の場合
は未達分の排出枠を他事業者から購入するなどして目標を遵守することとし、総量削減を担保するとともに、既存設備の稼働状況の見直
しや、個々のテナント・従業員の省エネ・省CO2の取組といった運用面での改善も促す仕組みとしている。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

― ―

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 1,000 1,240 2,981

補正予算

繰越し等 ― ―

1,000 1,240 2,981

執行額 404

執行率（％） 40%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ ― ―

24年度
目標値

（25年度）

成果目標：事業者が当初約束していた基準年度排出量
からのCO2排出削減量
成果実績：事業者が実際に達成した基準年度排出量か
らのCO2排出削減量（CO2排出削減量の実績値は、平
成26年6月以降に算出が可能となる）

成果実績 t-CO2 ― ― ― 312,440

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見
込み）

件

― ― 9

―

―

（　―　） (30) (30)

単位当たり
コスト

2,617（円／ｔ-CO2） 算出根拠

24年度の採択案件（9件）に係る補助金額及び補助対象設備の法定耐
用年数分のCO2排出削減量より算出。
24年度補助金額175,074千円／削減目標量66,890ｔ-CO2＝2,617円／ｔ-
CO2

参加事業者（補助対象事業者）数

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

二酸化炭素排出抑制対策事業
等委託費

120 115

二酸化炭素排出抑制対策事業
費等補助金

産業部門における優良案件を発掘できるよう、補助上限額を引き上げたことによる
増

1,240 2,981

2,8661,120

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

計

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （環境省）



経済産業省資源エネルギー庁

平成23年

○

○

新　24-023

CO2排出量の増加が著しい業務部門や、全部門に占める温室効果
ガス排出量の割合が35.8％と最大の産業部門において、対策が急
務となっており、排出量の大部分を占める膨大な数の既存ストック
への対策が最重要となっている。設備補助を用いることで、BAT(先
進技術）の価格競争を高め、市場拡大による先進技術の価格低下
を促し、自立的な先進技術の導入を促進することを目的としている。

△

平成24年

○

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

平成22年

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名

委託業務に関しては、制度運営事業者については、25年度は一般
競争（総合評価）による。
補助金に関しては、採択に当たって、CO2１トンの削減に必要な補
助金額の小さい順に予算の範囲内で採択（リバースオークション）す
ることとしており、費用効率性を確保する仕組みとなっている。
外注するに当たっては、見積書を提出させるなどして、真に必要な
ものに限っている。
24年度は補助金の執行率が低いが、この点、特例公債法案の成立
の遅れの影響で、追加公募に応募があった分について採択作業を
中止したことが影響しているものである。

資源エネルギー庁の「エネルギー使用合理化事業支援事業」は、「技術の先端性」、
「省エネルギー効果」及び「費用対効果」を踏まえて政策的意義の高いものと認められ
る設備導入費に補助を行う。採択に当たっては、節電対策として、電力削減効果が大
きい事業を優先する。本事業は市場メカニズムを活用して費用効率的にCO2を総量で
削減することを目指すもので目的が異なり、補助金の対象として、BAT（先進技術）の
採用は必要条件であるものの、安価かつ大量に削減を可能とする対策であれば技術
や対策の種類を問わず、約束に対する超過削減への排出枠付与による運用改善のイ
ンセンティブを与え、また、排出枠取引による総量削減を求める等、手法も大きく異な
る。

所管府省・部局名

エネルギー使用合理化事業支援事業

○事
業
の
有
効
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

備考

外部有識者の所見

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

―

○
重
複
排
除

○

482

○

△

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○単位当たりコストの水準は妥当か。

関連する過去のレビューシートの事業番号

参加事業者は、CO2排出抑制設備の整備と併せて、既存設備の稼
働状況の見直しや、テナント・従業員等の使用側の運用改善による
効果も含めたCO2排出削減目標の達成に向けて取り組むことから、
実効性のあるCO2排出削減が期待できる。ただし、24年度補助金
の交付を受けた事案について、排出削減に取り組むのは25年度で
あることから、削減実績が判明し、事業の有効性について検証でき
るのはこれからであると考える。
追加公募に応募があったものの、特例公債法案の成立の遅れに伴
う執行抑制の影響により採択を断念したことが活動実績が見込みを
下回ったものである。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

ＡＳＳＥＴウェブサイト　：　http://www.asset.go.jp

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 新　24-050

○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

評　価項　　目

特例公債法案成立の遅れに伴う執行抑制が低執行率の要因であることは理解。引き続き効率的な執行に努めること。

引き続き効率的な執行に努める。

現
状
通
り

点
検
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

本事業は、設備導入年度の翌年度に排出量モニタリングを開始するため、現時点で事業の効果を評価することが困難であることから、翌年度に点検を受
けることとする。

■目的・予算の状況：
24年度の公募においては、30件の予定枠に対し、１次公募から９件の採択のみであった。執行率の低さの要因として、追加公募に応募があったもの
の、特例公債法案の成立の遅れに伴う予算の執行抑制の影響から、採択を断念したことが挙げられる。CO2排出量の増加が著しい業務部門や、全
部門に占める温室効果ガス排出量の割合が35.8％と最大の産業部門において、既存設備を高効率設備に更新することで、効率的にCO2排出量を大
幅に削減するという事業目的は、温暖化対策の観点に加え、東日本大震災以降の電力供給の逼迫状況を鑑みても、優先度の高い事業である。
■資金の流れ、費目・使途：
本補助事業は、事業の採択の際に、費用対効果の高いものから採択する経済的手法を採用することで、費用効率性の高い良質な事案が採択される
仕組みとなっている。委託業務に関しても、競争性を確保するよう適切に入札等を実施し、予算執行している。



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

公募・補助金 

Ａ.民間企業等 

（補助事業者 ９者） 

１７５百万円 

【業務内容】 
 
環境省が指定するBAT
（Best Available 
Technology）リストに指定
する技術を含む先進的な
CO2排出抑制設備やその
他のCO2排出抑制設備
の整備。 

環境省 

４０４百万円 

先進対策の効率的実施によるCO2排出量大幅削減事業 
 
【内容】 
○事業者は、CO2排出抑制設備の整備と運用改善によるCO2排出量削減約束を掲げ、環
境省が指定するBAT（Best Available Technology）リストに指定する技術を含む先進的なCO2
排出抑制設備やその他のCO2排出抑制設備に係る補助金（補助率1/3）を申請。 
○環境省においては、原則として、削減量当たりの補助金額［円／t-CO2］（補助額／温室
効果ガス削減約束量）の小さい、費用効率性の高い事業から順に予算額まで採択（リバー
スオークション方式）。 

企画競争・委託費 

 Ｂ.㈱三菱総合研究所 
４２百万円 

【業務内容】 
 
制度運用委託業務 
 
・公募説明会の開催、採択支援 
・排出量の検証、算定・検証報
告書のレビュー業務 
・補助設備の設置に係る確認
支援 
・ヘルプデスクの設置及び運用 
・実施ルール等の精査 
・有識者等に対するヒアリング 
・本事業に関する情報発信 

外注費 外注費 

ｄ.エム・アール・アイ 
リサーチアソシエイツ(株) 

５百万円 

ｅ.ジンジャーウェーブ 
インコーポレーテッド 

２百万円 

【業務内容】 
ポータルサイト構築・
運用 
 

【業務内容】 

ASSET運用支援 
 

企画競争・委託費 

 Ｃ.㈱三菱総合研究所 
３５百万円 

【業務内容】 
 
システム調達支援・PMO委託業務 
 
・ASSETシステム開発調達仕様書
の作成 
・ASSETシステム機器賃貸等調達
仕様書の作成 
・ASSETシステム運用・保守調達仕
様書の作成 
・上記各調達の支援 

外注費 

ａ.一般社団法人 
温室効果ガス審査協会 

１百万円 

外注費 

ｂ.民間企業等 
（９機関） 
７百万円 

【業務内容】 

検証実施 
 

外注費 

ｃ.有限責任監査法人 

トーマツ 

１百万円 

【業務内容】 

検証報告書レビュー 
【業務内容】 
検証機関採択、検証管
理、検証費用支払い 

一般競争（総合評価）・委託費 

 Ｄ.株式会社エヌティティ

データ 

１５０百万円 

【業務内容】 
 
ＡＳＳＥＴシステム構築委
託業務 

随意契約・委託費 

Ｅ.伊藤忠テクノ 

ソリューションズ株式会社 

２百万円 

【業務内容】 
 
環境省データセンターに
おける運用監視サービス
等提供委託業務 

外注費 

ｆ.株式会社エヌティティ 
データアイ 
５７百万円 

外注費 

ｇ.株式会社フォーカス 
システムズ 
１０百万円 

【業務内容】 

システム構築の試

験作業支援、システ

ム基盤構築作業支

援 

外注費 

ｈ.株式会社エヌティ

ティデータ先端技術 

３百万円 

【業務内容】 
システムのセキュリ
ティ診断 

【業務内容】 

システム構築の試

験作業支援、システ

ム開発請負 



費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

雑役務費

ｃ.有限責任監査法人トーマツ

金　額
(百万円）

材料費、労務費等 50補助金

A.三菱ＵＦＪリース株式会社

検証報告書レビュー 1

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

計 50 計 1

B..㈱三菱総合研究所 ｄ.エム・アール・アイリサーチアソシエイツ(株)

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 主任研究員等　計４名 17 雑役務費 ASSET運用支援 5

外注費

検証機関採択、検証管理、検証費用支払
い、検証実施、検証報告書レビュー、
ASSET運用支援、ポータルサイト構築・運
用

16

一般管理費 5

派遣料 2

借料 公募説明会（東京・名古屋・大阪）会場 1

広告費 事業者募集広告の掲載 0.4

国内旅費・交通費 公募説明会（東京・名古屋・大阪） 0.3

印刷費 0.1

計 42 計 5

ａ.一般社団法人温室効果ガス審査協会 ｈ.株式会社エヌティティデータ先端技術

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑務役費
検証機関採択、検証管理、検証費用支払
い

1 雑役務費 システムのセキュリティ診断 3

計 1 計 3

b.トーマツ審査評価機構

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑務役費 検証実施 1

計 1 計 0

Ｃ.㈱三菱総合研究所 ｅ.ジンジャーウェーブインコーポレーテッド

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 主席研究員等６名 25 雑役務費 ポータルサイト構築・運用 2

一般管理費 5

雑務役費
ASSETシステムに係る開発調達仕様書作
成支援（エム・アール・アイリサーチアソシエ

4

派遣料 1

計 35 計 2

Ｄ.株式会社エヌティティデータ ｆ.株式会社エヌティティデータアイ

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

外注費
システム構築の試験作業支援、システム開
発請負、システム基盤構築作業支援、シス
テムのセキュリティ診断

70 雑役務費
システム構築の試験作業支援、システム開
発請負

57

人件費 ＳＥ１０名 40

借料及び損料 保守サービス提供 29

備品 機器等購入 6

一般管理費 4

消耗品費 ソフトウエア等購入 1

計 150 計 57

Ｅ.伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 ｇ.株式会社フォーカスシステムズ

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 上級SE等２名 2 雑役務費
システム構築の試験作業支援、システム基
盤構築作業支援

10

一般管理費 0.1

借料及び損料 ｓｙｓｔｅｍｗａｌｋｅｒ個別監視 0.1

計 2 計 10



支出先上位１０者リスト
A.

1

B.

Ｃ.

Ｄ.

Ｅ.

ａ.

ｂ.

重油・LPGの都市ガスへの燃料転換、潜熱回収型高効率ボイラーへの更
新、LED照明導入他

11 ― ―

三菱ＵＦＪリース株式会社 金沢スカイビル　省エネルギー設備導入ESCO事業 50 ― ―

1 35 企画競争

6

1

株式会社ホットネス

7

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

㈱三菱総合研究所

－㈱三菱総合研究所 システム調達支援・PMO委託業務

42

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 オリックス株式会社 アイシーエクスプレス株式会社本社ビル高効率空調、照明設備導入事業 27 ― ―

3 イオン琉球株式会社 高効率インバーターターボ冷凍機導入によるCO2削減事業 24 ― ―

4
オリックス・ゴルフ・マネジメン
ト合同会社

小萱OGMチェリークリークカントリークラブにおける空調及び照明改修によ
るCO2削減事業

24 ― ―

5
備前グリーンエネルギー株式
会社

負荷低減による空調等の大幅なCO2削減事業 15 ― ―

― ―

8 社会福祉法人　早川福祉会 高効率GHP導入によるCO2削減事業 9 ―

9 株式会社北陸銀行 株式会社北陸銀行　CO2削減事業 5 ― ―

－

入札者数

企画競争制度運用委託業務

落札率

―

オリックス株式会社 高効率パッケージエアコン導入によるCO2削減事業 10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 株式会社エヌティティデータ ＡＳＳＥＴシステム構築委託業務 150 3 58.0

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
伊藤忠テクノソリューションズ
株式会社

環境省データセンターにおける運用監視サービス等提供委託業務 2 随意契約 ―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
一般社団法人温室効果ガス
審査協会

検証機関採択、検証管理、検証費用支払い 1 ― ―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 トーマツ審査評価機構 検証実施 1 ― ―

2 日本検査キューエイ 検証実施 1 ― ―

3 KPMGあずさサステナビリティ 検証実施 0.8 ― ―

4 日本品質保証機構 検証実施 0.8 ― ―

5 ペリージョンソンレジストラー 検証実施 0.8 ― ―

6 SGSジャパン 検証実施 0.8 ― ―

7 日本能率協会 検証実施 0.6 ― ―

8 日本スマートエナジー 検証実施 0.6 ― ―

9 エイスアール 検証実施 0.6 ― ―



ｃ.

d.

e.

f.

g.

h.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 有限責任監査法人トーマツ 検証報告書レビュー 1 ― ―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
エム・アール・アイリサーチア
ソシエイツ(株)

ASSET運用支援 5 ― ―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
ジンジャーウェーブインコーポ
レーテッド

ポータルサイト構築・運用 2 ― ―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
株式会社エヌティティデータア
イ

システム構築の試験作業支援、システム開発請負 57 ― ―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
株式会社フォーカスシステム
ズ

システム構築の試験作業支援、システム基盤構築作業支援 10 ― ―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
株式会社エヌティティデータ先
端技術

システムのセキュリティ診断 3 ― ―


